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研究成果の概要（和文）： 

国内では、市民活動支援センターや社会福祉協議会などが地域コミュニティ支援のコンセ

プトのもと、生涯学習・社会教育関連の団体や事業をも支援対象として意識しつつ自らの役

割を変化させようとしている実態がある。こうした中間支援機能はまた、各地で進む社会教

育施設の指定管理者制度移行後の生涯学習事業の実現など、社会教育ガバナンスの変容をめ

ぐる課題を克服する方策として可能性がある。

研究成果の概要（英文）： 

In Japan, under the concept of community support, the role of the Social Welfare 

Council and civil activity support centers are changing. And they also challenge to 

support to activities and organizations that are related to lifelong learning and 

social education.

And also, there is a possibility as a means for solving the problems of changes in 

social education governance will bring, such as the realization of lifelong learning 

in social education facilities operated by regional autonomy organization. 
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設の登場は、各地の社会教育行政・施設の再

編（首長部局移管、指定管理者制度導入等）、

あるいは市民活動・NPO 支援への支援対象

の拡大、そして施設運営をめぐる住民参加の

模索や新たなパートナーシップ形成など、従

来からの自治体・地域の社会教育ガバナンス

の変容をもたらしているのではないか。本研

究は、中間支援組織の学習構造と機能に関す

る研究代表者のこれまでの研究蓄積をさら

に発展させ、これを社会教育行政・施設の新

たな展開可能性の理論的・実証的提起へと結

びつけることをねらいとしている。中間支援

組織・施設については、公共政策学や経営学、

社会学など学際的研究の対象となってきて

いるが、教育学研究からのアプローチはこれ

からと言える。地域コミュニティ支援型の中

間支援組織・施設から自治体社会教育の新た

な可能性と課題を仮説的に提示しようとす

る本研究は、NPO 等のミッション型組織の

日本社会における将来像と同時に、社会教育

行政・施設をめぐる現代的諸課題と向き合い

ながら、既存の教育システムにおける中間支

援機能の意義を明らかにしようとする。この

新たな地域の教育力とも言い得る中間支援

組織・施設の学習構造と機能が、分権時代の

社会教育ガバナンスとどのようにかかわり、

また住民の自治的力量の形成にいかに寄与

していくのかに関する実証的検討はまさに

これからの研究課題と考える。

２．研究の目的

日本では地域課題の解決や地域コミュニ

ティの活性化、あるいは住民の自治的な力量

形成といった教育的アプローチを有した地

域コミュニティ支援型中間支援組織・施設が、

多様なパートナーシップ形成や教育・学習機

能を伴いながら各地に登場してきている。本

研究ではさらに、こうした中間支援組織・施

設が、従来からの自治体・地域の社会教育の

構造と機能に影響を与えつつ展開している

ことに着目する。本研究では、第一に日本に

おける地域コミュニティ支援型中間支援組

織・施設の機能について、既存の中間支援組

織・施設、並びに社会教育施設との関係を中

心に実態調査を行う。自治組織等の地縁型コ

ミュニティへの支援機能を中間支援組織・施

設として備えようとするとき、従来からの自

治体社会教育にはどのような課題や変化が

現われてきているのかを明らかにする。第二

に、地域コミュニティの活性化を意識したと

き、中間支援組織・施設ならびに社会教育行

政・施設において課題となるのは、地域への

かかわり方である。地域コミュニティへの支

援とは、具体的にどのようなことを意味する

のか。それは、従来からの社会教育の営みと

どのように異なるのかについて検討する。第

三に、中間支援組織・施設について、地域コ

ミュニティ支援という視点からこれからの

自治体社会教育における展開可能性につい

て検討する。本研究ではこれらの実態調査や

考察を通して、新たな中間支援組織・施設が

創造する学習の構造と機能、そして自治体・

地域の社会教育ガバナンスの変容をめぐる

諸課題の解決など中間支援機能の可能性に

ついて明らかにすることを目的とする。 

３．研究の方法

 本研究では、以下の方法によって研究を進

めている。

（1）中間支援組織・施設等に関する先行研

究の理論的検討と調査研究に向けた分析視

点の構築。

（2）各地の NPO・市民活動支援センター、

社会福祉協議会、図書館・公民館等の社会教

育施設への現地調査を通して、その支援対象

や支援事業の広がりや重なりについての調



査研究の実施。

（3）社会教育ガバナンスの変容という視点

から、特に公民館の地域運営（指定管理者制

度）をめぐる関係団体・機関をめぐる構造的

課題について現地調査をもとにした検討。

（4）社会教育ガバナンスの変容をめぐる課

題とその解決方策について、自治体・地域に

おける中間支援機能の展開可能性に関する

理論的・政策的見地からの総合的検討。

４．研究成果 

（1）国内の中間支援機能を有した組織・施

設への実態調査から、これらが地域コミュニ

ティ支援など従来とは異なる支援機能を発

揮している状況について明らかにしている。

こうした動向は、社会福祉協議会（伊賀市、

他）や NPO・市民活動支援センター（多賀

城市、一関市、盛岡市、那覇市、他）にみら

れると同時に、その中では支援範囲を生涯学

習団体などに広げる取り組みもみられた。従

来までは縦割りとなっていた自治体・地域の

中間支援機能が、住民自治組織、NPO・市民

活動、そして生涯学習団体などの連携・交流

を促しながら地域を包括的に支援するもの

へと変化している実態が明らかとなってい

る。

（2）中間支援組織・施設の機能変化は、同

時に社会教育・生涯学習の領域にも広がりを

みせていることが重要である。支援対象の広

がりと同時に、自己実現型の生涯学習活動に

対して NPO、地域コミュニティとの連携・

交流を促しながら、地域課題解決など活動へ

の公益性を求めている実態もあることを事

例調査から明らかにしている（本報告書５．

〔雑誌論文〕②④に記載）。

 図：公民館の地域運営体制イメージ図 

（3）自治体・地域における社会教育ガバナ

ンスの変容について、公民館の指定管理者制

度を導入（具体的には当該地域の自治組織を

指定管理者とした地域運営を導入）した事例

への調査から、生涯学習事業の実現が困難と

なっている実態など社会教育の公共性をめ

ぐる課題が浮き彫りとなっている。こうした

社会教育施設の民間運営によって現れる諸

課題の解決方策として、施設運営をめぐって

関係する団体・機関の間に介在する中間支援

機能（上記（1）（2））の展開可能性を提起す

るに至っている（図参照：本報告書５．〔雑

誌論文〕①に記載）。
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